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顧問弁護士のご案内 （オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail : mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

労働時間管理の実務と法的留意点
2022年9月、千葉県経営者協会で行われた労務法制委員会

において、「労働時間管理の実務と法的留意点」と題し、労働時
間に関する基礎知識や近時の法改正、及び実務対応方法につい
てお話しさせていただきました。内容の一部をQ&A方式で解説
します。

実際の労働（工場内作業）と近接していること、使用者から出
社後の着替えを義務づけていること等から、作業着への着替え
時間として10分程度は労働時間として算定すべきと考えます。

他方、30分も労働時間とする必要はないと考えます。着替え
を除けば8時30分より前に労働することを会社が指示している
とはいえず、労働者が会社の指揮命令下にあるとはいえないか
らです。

ただし、裁判例において、特別の事情がない限り、「事業所に
いる時間＝労働時間」と推定されています。工場での作業が始
まっていなかったとしても、付随する業務（清掃や、当日の業務
前の準備作業）をしていたとの主張がなされる可能性もありま
す。

そのため、随時タイムカードを確認し、早く出勤している従業
員に対しては、その理由を確認し、始業時間より大幅に早い出勤
をしないよう指示をしておく（かつその証拠を残す）とより安心
でしょう。

残業代請求は社内でのトラブルや、退職を契機に、過去2年か
ら3年遡って請求されることがほとんどです。早めに気付いて対
応しておくことで、将来問題が顕在化することを防止できます。

社外から入力ができる勤怠管理システムを導入していればそ
れによることになるでしょうが、結局電子メールによる申告と
いった方法によることが簡便ではないでしょうか。

とはいえ、これは自己申告ですから、労働者の申告に任せてお
くだけでは、使用者に課せられた労働時間管理の義務を果たし
ているとはいえません。

そこで、客観的な記録であるＰＣのログや、社外の取引先との
電子メールのやりとり等と申告された時間を照合して、労働時間
を把握する必要があると考えます。

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371

【市川法律事務所】 TEL：047-712-5100

【成田法律事務所】 TEL：0476-20-3031

【柏法律事務所】 TEL：04-7197-3401

【千葉法律事務所】 TEL：043-301-6761

【船橋法律事務所】 TEL：047-407-4680

【かしま法律事務所】 TEL：0299-85-3350

工場での作業開始時間を 8 時 30 分と定めていますが、
工場に入る前、事務所内で作業着に着替えることを義務
づけています。着替え時間も労働時間とすべきでしょう
か。
本来着替えは男女とも 10 分あれば十分に可能ですが、
30 分も前に来て、8 時から労働時間として計算すべきと
主張しています。支払う必要はあるでしょうか。

テレワークを導入することになりました。これまでは、タ
イムカードを確認することで労働時間を管理していまし
たが、今後はどうしたらよいでしょうか。

Q

Q

「テレワークにおける適切な労務管理のためのガイドライン」
では、以下のような方法が紹介されています。

１．勤務時間帯以外にメール送信をしないよう努めること
２．外部から社内のシステムにログインして業務する場合は、

システムへのアクセスができないようにすること
３．時間外・休日・深夜労働を原則禁止とすること
４．長時間労働を行う労働者へ注意喚起をすること
上記3～4については、制度を設けるだけでは足りず、もちろ

ん実際の運用も大切です。

テレワークだと長時間労働になりがちという話を聞きま
すが、どのような対応が考えられるでしょうか。Q

【成田法律事務所】
所属弁護士： 宮崎　寛之（みやざき　ひろゆき）

中央大学法学部法律学科卒業、中央大学法科大学院修了後、
弁護士登録（千葉県弁護士会）。日弁連裁判官制度改革・地域
司法計画推進本部委員。平成29年度千葉県弁護士会常議員。
主に、交通事故、労災事故、相続、離婚、中小企業法務（労務
問題）を中心に活動を行うと共に、千葉県経営者協会労務法

制委員会等の講演の講師も務める。

プロフィール



カヌレ、クァベギ、JKケーキ、バナナスプリット、生クリーム缶・・と聞いて、皆さんはいくつ分かります
か？

これらの言葉は、15～24歳のZ世代と言われる若者たちが選ぶ今年のトレンド　カフェ・グルメ部門
でノミネートされたものになります。（若者マーケティング研究機関『SHIBUYA109 lab.（シブヤイチ
マルキューラボ）』が実施する「SHIBUYA109 lab.トレンド大賞2022」のノミネート一覧より）

中でも気になった「JKケーキ」について調べてみると、女子高生の間で人気のお菓子ケーキとのこ
と。作る工程を動画で見てみると、生クリームをたっぷりと塗ったスポンジケーキに市販のお菓子をこれ
でもかというほどにデコレーションされたケーキで、仕上げにアンパンマンなどのキャラクターチョコ
レートを飾るのがポイントとのことでした。女子高生たちにとっては友達と一緒に作る工程の楽しさと、
出来上がったケーキをSNSにアップして盛り上がれるというところが魅力のようです。　

Z世代が選ぶトレンド大賞は、ノミネート一覧をもとに、選択式WEBアンケートを実施し、11月に票を集めた上位5コンテンツの大賞が発表される
とのこと。結果が楽しみです。

編集後記

交通事故解決事例
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事例
Aさん（当時６歳）は、駐車場内の横断歩道を歩行中、走行し

てきた自動車と接触し、左足背部挫創及び皮膚擦過傷の怪我を
負いました。

左足の甲の皮膚が硬くなり、赤い瘢痕が残ってしまったので
すが、保険会社による後遺障害申請では非該当となり、示談金
15万円弱の提案があり、当事務所へご相談にいらっしゃいまし
た。

１　再度の後遺障害申請（異議申立）
（１）「手のひら大」の判断
保険会社による後遺障害申請の際の後遺障害診断書には、医

師が記載した手書きの瘢痕の絵と、瘢痕の範囲が数値で記載さ
れていました。

自賠責において、瘢痕が後遺障害にあたるかどうかは、瘢痕
の大きさが「手のひら大」であるかどうかです。当初の後遺障害
申請では、書面のみでの審査となり、手のひら大に該当しないと
の判断になりました。

（２）異議申立では意見書を提出し、面談を希望
そこで、意見書に当初請求では指摘のなかった事情を記載

し、瘢痕の大きさがＡさんの手のひら大に当たることを記載し
た意見書と、視覚的に瘢痕の状態が分かるよう写真を添付しま
した。

（３）面談実施の上、１４級認定へ
異議申立ての際には、調査事務所へ面談による瘢痕測定・審

査を希望し、面談を実施した結果、１４級に認定されました。

２　相手方保険会社との示談交渉
（１）逸失利益
後遺障害が認められた場合には、多くの場合「逸失利益」と

いう損害を請求できます。「逸失利益」とは、後遺障害による将
来の減収分です。

外見に関する後遺障害については、モデルなど外見が重要視
される職業を除き、将来の減収が認められることは難しいのが
実情です。

（２）慰謝料の増額
もっとも、外見の後遺障害は部位によって日常生活や精神的

な負担が非常に大きいため、慰謝料が増額されます。

Ａさんも、相手方保険会社からは逸失利益を否定されました
が、当方からは後遺障害慰謝料を増額するよう交渉し、通常の
３割増で示談成立とすることができました。

入通院慰謝料についても、通院回数が少なかったため、当初
の保険会社提案額は極めて低額でした。しかし、治療状況を補
足して主張することで、入通院慰謝料については事前提案額か
ら約９倍の金額まで増額できました。

弁護士が関わった意義
「異議申立てができたこと」
当初は後遺障害申請により非該当とされ、主治医の協力も難

しいとのお話でしたので、Ａさんのお父さんは「どうしたらよい
かわからない…」とお困りでした。確かに、一度後遺障害申請で
非該当となったケースで異議申立が通る確率は決して高くあり
ません。

しかし、そこであきらめず、当初の申請では主張できていない
部分を補足して異議申し立てをし、面談実施を求めたことで14
級の認定を得ることができました。

「適切な示談内容を獲得できたこと」
今回は外見の後遺障害が残ったことで、将来の減収分は請求

が難しく、そのかわり慰謝料の増額を求められるケースでした。
このような原則とは異なるケースについては、漏れのない請求
をすることは勿論、譲歩すべきは譲歩するのが適切な代理活
動となります。当事務所で交通事故を数多く扱っているからこ
そ、短期間で適切な賠償金額での示談成立ができ、結果当初の
提示額（約15万円弱）から約21倍の315万円へ増額できまし
た。

【津田沼法律事務所】
所属弁護士：北岡　真理子（きたおか　まりこ）

上智大学法学部卒業、上智大学大学院法務研究会修了後、弁
護士登録（千葉県弁護士会）。主に、交通事故、労災事故、債
務整理、相続、離婚、中小企業法務（労務問題）を中心として、

「最善の解決策が何かをつねに検討し、それを実現させる」という気持ちを大切に、活
動を行う。趣味は散歩や小旅行。

プロフィール


